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はじめに
　平成24年 8 月、復興庁の震災関連死に関する検討会
より、東日本大震災による震災関連死認定者1632名の
うち、岩手県、宮城県、福島県の18市町村の1263名に
ついて行われた死因調査結果が報告された 1 )。これに
よると、「避難所等における生活の肉体的・精神的疲労」
が原因とされた被災者数が50.5%を占めていたことが
わかった（図 1 ）。これは「病院の機能停止による既
往症の増悪」や「病院の機能停止による初期治療の遅
れ」が原因とするもの（それぞれ、22.4%、7.1%）を
大きく上回るものであった 1 )。避難所環境の最低基準
について定めたスフィア・プロジェクトでは、一人当
りのスペースは3.5m2、トイレは急性期においては避
難者50人に 1 ヵ所、亜急性期以降は20人に 1 ヵ所と示
されており 2 )、東日本大震災の避難所の一人当りのス
ペース（畳 1 帖=約1.8m2）、トイレの数とも多くはそ
の基準を満たしていなかった。東日本大震災後の石巻
市内の避難所では段ボール製簡易ベッドにより、被災

者の二次健康被害の改善効果が報告され 3 )、避難所環
境の改善が被災者の健康被害を防ぎ、その結果として
関連死の抑制につながることが期待された。平成24年
9 月に内閣府中央防災会議から防災基本計画の改訂版
が出され、避難所への簡易ベッド設置が記載された 4 )。
また、平成28年 4 月に内閣府防災から出された避難所
運営ガイドラインに長期避難生活においては全ての被
災者が簡易ベッドを使用することが推奨された 5 )。し
かし、その後の熊本地震（平成28年 4 月）や九州北部
豪雨（平成27年 7 月）で被災した自治体では、避難所
運営ガイドラインに準拠した避難所設営は行われず、
避難所環境の改善は認められなかった。熊本地震にお
ける直接死が50名であるのに対し、震災関連死は204
名と報告された 6 )。震災などの災害関連死を防ぐため
には、自治体職員と住民が避難所環境の重要性を認識
し、避難所環境を改善する方法を知ることが必要と考
えた。

方　　法
　避難所環境の重要性の認識を図り、安全な避難所環
境を作ることを目的に、当院災害救護課の支援の下、
東松島市赤井地区住民と東松島市役所職員が協働して
行う避難所設営訓練を実施した。

【準備】会場（地区のコミュニティセンター）の設定、
赤井地区自主防災組織による地区内住民への周知と動
員、市役所による訓練用段ボール製簡易ベッド3, 7 )の
購入、石巻赤十字病院から訓練用段ボール製簡易ベッ
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図 1 　東日本大震災関連死1263名の死因調査
岩手県、宮城県、福島県の18市町村を対象に調査された
震災関連死に関する検討会資料（復興庁、2018年 8 月）
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ドと簡易トイレ（ラップポン®）、段ボール製簡易トイ
レ用個室、小型テントなどの提供を行った。

【訓練プログラム】①講義；避難所環境と健康被害に
関する約20分の講義を行い、訓練の動機付けをした。
②ゾーニング（図 2 —A）；コミュニティセンターのホー
ル床にマスキングテープを用いて、就寝エリア、通路、
食事エリア、簡易トイレ、更衣室テントエリアを設定
した。③簡易ベッド設置（図 2 —B,C）；段ボールの搬
入と段ボール製簡易ベッドの組み立てを住民とともに
行い、就寝エリアに配置した。④簡易トイレ、更衣室
の設置；簡易トイレとトイレ用個室、更衣室用テント
を作成し、設置した。⑤食事エリアの設置（図 2 —D）；

テーブルと椅子を食事エリアに配置した。⑥簡易ベッ
ドの体験；これらを設置完了後、床に敷いたビニール
シート上と簡易ベッドでの臥床を住民に体験してもら
い、身体に対する影響、及び立ち上がり動作の負担の
違いを実感してもらった。⑦討議；食事エリアのテー
ブルで食事をしながら、参加した住民達で感想を話し
合ってもらい、安全な避難所環境について討議を行っ
た。⑧撤収；簡易ベッド、簡易トイレ、テントを住民
とともに片付けた（表 1 、 2 ）。

【アンケート調査】討議後に参加者した住民に市役所
からアンケートが配布され、住民の意見を収集した。

結　　果
　東松島市役所職員と石巻赤十字病院災害救護課の事
前準備により、全プログラムは予定通り約 3 時間で実
施された。段ボール製簡易ベッドは訓練用に準備した
20床分だけ設置した。自主防災組織を含めた地域の
住民90名（男性69%）が参加し、年代別では40代以下、
50代、60代、70代以上がそれぞれ 9 %、15.6%、42.2%、
33.3%であった（図 3 ）。ほとんど全ての住民に作業に
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図 2 　東松島市赤井地区の防災訓練の様子
A；ゾーニング、B,C；段ボールベッド組み立てと配置、
D；食事スペース設置

表 1 　訓練参加者の年齢構成
プログラム

的目目項

講演 避難所での健康被害を知る

安全な避難所環境を知る

避難所設営訓練説明 目的と達成目標の共有

仮の避難所設置計画を設定

避難所設営 避難所の設営を体験する

安全な避難所環境を体験する

役割分担を体験する

課題を表出し、住民と行政で共有する

表１

表 2 　訓練参加者のアンケート結果
避難所設営訓練タイムテーブル

項目 時間配分 形式

講演 20分 座学 「二次健康被害を防ぐ避難所環境」

避難所訓練説明 15分 座学 ホワイトボードでゾーニングをシミュレーション

避難所設営訓練 90分 実地研修住民全員参加（スタッフがサポート）

段ボールベッド搬入・設置

ゾーニングに基づいて設置
ラップポン設置

小テント設置

食事テーブル、椅子配置
炊き出し（あるいは弁当配
布） 役割分担をする

全体討議 30分

撤収 30分

表２
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図 3 　避難所設営訓練参加者の年齢構成

80%

20%

理解できた

概ね理解できた

67%

33%

理解できた

概ね理解できた

講演内容の理解度 避難所設営訓練の理解度

67%

27%

4%
2%

積極的に関わりたい（関わ
らなければならない）

できるだけ関わろうと思う

指示されれば関わる

未記入

災害時に避難所設営、運営への関わり

52=n91=n

n=16

図 4 　参加者へのアンケート調査結果
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参加してもらうことができた。研修後のアンケート（回
収率53.6%）では、講義内容、訓練内容とも「理解で
きた」、「概ね理解できた」が合わせて100%であった。
災害時の避難所設営、運営への関わりについては「積
極的に関わる」、「できるだけ関わる」が93.4%を占め
た（図 4 ）。討議では、住民による自主防災組織とし
て安全な避難所環境を作っていくことが必要であると
の意見が多く、そのために必要な簡易ベッドの導入に
関する市役所への要望が上げられた。アンケート時の
自由意見では、段ボールベッド整備の要望や、女性の
リーダーが必要であることなどが挙げられていた。

考　　察
　2019年 4 月時点で、32道府県が段ボール製簡易ベッ
ド導入に関する防災協定を締結している 8 )。この協定
が活かされるためには、道府県庁が協定に基づいて被
災地の基礎自治体に段ボールベッドを供給し、自治体
職員が避難所の住民数に応じた段ボールベッドの避難
所への搬入と設置計画をたて、住民とともに避難所内
の就寝スペースを段ボールベッドに全置換するところ
まで完遂しなければならない。すなわち、基礎自治体
職員が正しい運用を知っていることが必要条件であり、
被災住民がその必要性を理解することが十分条件とな
る。避難所設営訓練を通して、避難所環境の問題が健
康被害に結びつくことと、平時の訓練によって避難所
設営に必要な知識を得ることの必要性を参加者に認識
してもらうことができた。このような住民側の理解と
同時に、市役所職員も避難所環境を改善するための知
識と資材の運用を経験することができた。災害時に避
難所を開設し運営するのは基礎自治体職員であり、避
難所で生活するのは地域住民であることから、これら
の知識が各個人の経験知としてではなく、コミュニ
ティ、あるいは基礎自治体全体の共有知となるため
に、避難所設営訓練が繰り返し行われなければならな
い。さらには、知識が被災地での経験知だけであって
は、他の地域で活かされない。熊本市では東日本大震
災後に改訂された防災基本計画（中央防災会議）に準
拠せず、被災した東北各県の経験を活かした地域防災
計画への更新をすることはなかったことにも現れてい
る。よって、国全体の共有知とするためには、全国で
このような避難所設営訓練を行うことが望ましい。
　避難所を設営するに当たっては、適切なゾーニング
を行わなくてはならない（図 5 ）。その要点を以下に
示す。（ 1 ）食寝分離；食事をする場所と就寝する場
所を明確に分けることである。これは保健衛生上、住
宅が確保すべき条件として提唱されてきた 9 ）。また、

東日本大震災後に石巻市内の避難所では、室内気中の
真菌濃度が高かったこと10）から、寝具でのカビの繁
殖を防ぐためにも、就寝場所での食事を避ける事が望
ましいと考えられる。また、食事スペースは集会場所
としても利用されることから、住民同士の話し合いを
促し、避難所内での自治組織形成が期待できる。（ 2 ）
通路の設定；トイレ、食事場所等への住民の移動と物
資の搬入動線を考慮し、中央に1.5m幅の通路とそこ
に繋がる就寝場所内や、壁沿いに約 1 m幅の通路を設
定する。通路幅の設定は避難所床面積と収容者数な
どで変わりうるが、車椅子が通行できる幅を確保す
ることが必要である。（ 3 ）就寝場所；段ボールベッ
ド（90x190cm）と家族毎のパーティションを基本単
位として、数家族分、あるいはコミュニティの世帯分
をひとつのまとまりとして、島状に配置する。災害時
には家族構成をベッド設置前に把握しておくと作業が
スムーズとなる。（ 4 ）本部；体育館などの入り口脇
に避難所の本部を置き、入退室者の管理や搬入物資の
管理を行えるようにする。（ 5 ）更衣室；男性、女性
に分けて更衣室用、及び授乳用のテントを本部近くに
設置する。人目に付きにくい場所（倉庫など）は安全
性の面で望ましくない。（ 6 ）簡易トイレ；高齢者や
歩行が不自由な被災者は屋外の仮設トイレまで移動す
ることが困難であることから、避難所の屋内に個室用
テントを使った簡易トイレを設置する。以上のような
ゾーニングは簡易ベッド設置前に設定し、床にマスキ
ングテープなどを貼付することで実施する。但し、避
難所のゾーニングは、災害後の時間経過における避難
者数の変化に応じて変えていくことが必要となる。
　訓練を実施するためには、災害医療に携わる組織（災
害拠点病院、日本赤十字社、医師会、保健所）が基礎
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図 5 　避難所（体育館）のゾーニングモデル例
急性期の避難者数が多い場合は、食事スペースなしの設定
をせざるを得ないが、あらかじめモデル例を示しておく
ことで、避難者数が減ってスペースに余裕が生じた場合
は、食事スペースを設置することを意識付ける。災害後の
フェーズにあわせて環境を変えていくことが現実的な対応
と思われる。
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自治体に働きかけ、地域の自主防災組織にその意義を
知ってもらうことが必要となる。あるいは、地域の自
主防災組織に直接働きかけて訓練を実施し、自治体内
の他の地域へと水平展開していくという広め方も考え
られる。
　避難所・避難生活学会では、避難所改善のために急
性期から必要なものとして、TKB、すなわちトイレ、
キッチン（食事）、ベッドを挙げている11)。今回の東
松島市での訓練では準備ができなかったが、避難所設
営と同時に住民達で炊き出しを行い、住民による自助、
共助の推進を図ることも重要である。災害時は基礎自
治体職員も被災していることがあるため12)、他の自治
体からの職員支援が得られるまでは公助だけに期待す
ることはできない。災害関連死を防ぐためには、この
ような訓練を通して地域住民のレジリエンスを高める
ことが重要と考える13)。

結　　語
　住民と基礎自治体職員、及び赤十字病院が協働した
避難所設営訓練は、健康被害を防ぐ避難所環境づくり
の知識と経験を広く共有することに有効と思われた。
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